
由布市告示第８７号

由布市長　　相　馬　尊　重

第１　競争入札に付する事項

１０ 特記事項

・新型コロナウイルス緊急対策として、一時雇用、離職者の正規雇用により
生活を支援する事業であり、申請書等に虚偽が判明した場合においては、指

名停止要綱に基づく指名停止を行う。

・契約締結までに入札参加資格要件を喪失した場合は、指名停止の対象とし
ない。

令和 ２ 年 ５ 月２２日

８ 予定価格

６ 業務概要
市道の路肩、側溝等の清掃業務
　※詳細な業務箇所等については、入札参加資格を有すると認められた者
　　へ別途通知する。

３ 履行期間 令和

７
入札書等の
様式

第３の入札手続きの６にて入札参加資格を有すると認められた者へ別途通知
する。

２ 年 ７ 月 １０ 日

大分県由布市内

９ 設定しない。

第３の入札手続きの６にて入札参加資格を有すると認められた者と同数の業
務件数を発注する。

本契約締結日の翌日から

４ 業務件数

事後公表とする。

予定

５ 落札制限

本業務にて落札者となることのできる業務は、１者につき１件とする。
※全件同時に開札を行い、各業務の予定価格以内で最低金額入札者が落札者
となる。ただし、複数の落札者となった者は、別途通知する入札順位の早い
業務の落札者とし、他の業務の入札は全て無効として取り扱うものとする。

　次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条
の６第１項及び由布市契約事務規則（平成１７年規則第５１号）第２７条の規定に基づき公告する。

最低制限価
格

１ 業務名 令和２年度　新型コロナウイルス緊急対策事業　市道清掃業務委託

２ 業務場所
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第２　競争参加資格

本案件については、次の要件を全て満たす者に限り入札参加を認める。

（６）
入札参加制
限の有無

地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

（５） 雇用日数
上記（４）に該当する人を必ず、業務の雇用必要日数以上雇用をすること。
（雇用必要日数は、業務量により由布市にて設定する。）

(１)

令和２年度競争入札参加有資格者名簿（工事）に登録されている者。

由布市建設工事請負契約の競争入札参加者資格等に関する規程（平成１７年
告示第２号）による資格認定に基づく。

由布市の入
札参加資格
の認定

(３)
手持ち業務
での制限

令和２年５月１日公告した、令和２年度　新型コロナウイルス緊急対策事業
市道草刈業務委託を受注していない者であること。

（４）

新型コロナ
ウイルスの
影響で休
職、離職等
した人の雇
用状況

次の条件①、または、条件②の要件を全て満たすこと。
　条件①　競争入札参加資格確認申請書提出時点で、建設業以外の企業
　　　　（自営含む）に雇用されており休職等により困窮している人を
　　　　　、本業務の契約締結日時点で一時雇用または、一時雇用する
　　　　　予定がある企業等であること。
　条件②　令和２年２月１日以降、離職した人を、本業務の契約締結日
　　　　　時点で正規雇用または正規雇用する予定がある企業等である
　　　　　こと。

※ここでいう、建設業と判断する業種は、土木工事業、建築工事業、大工工事業、左
官工事業、とび・土工工事業、石工事業、屋根工事業、電気工事業、管工事業、タイ
ル・れんが・ブロック工事業、鋼構造物工事業、鉄筋工事業、舗装工事業、しゅんせ
つ工事業、板金工事業、ガラス工事業、塗装工事業、防水工事業、内装仕上工事業、
造園工事業、さく井工事業、建具工事業、水道施設工事業、解体工事業とする。

(２)
本店等の所
在地

由布市内に本店があること。

破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条第1項若しくは第１９条の規定に
基づく破産手続き開始の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）
第１７条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年
法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされて
いない者であること（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は
民事再生法の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者であって、更
生計画の認可が決定し、又は再生計画の認可の決定が確定した者を除
く。）。

公告日から開札予定日の前日までの間のいずれの日においても、由布市が発
注する建設工事等の契約に係る競争入札参加資格者の指名停止等措置要綱
（平成１７年告示第４号。以下「指名停止要綱」という。）に基づく指名停
止期間中でないこと。

（８）
不渡りの有
無

開札予定日以前３箇月以内に、手形交換所で不渡手形若しくは不渡小切手を
出した事実又は銀行若しくは主要取引先からの取引停止等を受けた事実があ
る者でないこと。

（９）

（７）
指名停止の
有無

倒産手続等
の有無
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第３　入札手続等

（ ） から

（ ） まで

から

（ ） まで

(３) 提出書類

５
(１) 提出期間

(４)
回答書の
閲覧方法
と期間

由布市ホームページ　　http://www.city.yufu.oita.jp/

競争入札参
加資格確認
申請書及び
競争参加資
格確認資料
（以下「確
認申請書
等」とい
う。）の提
出期間等

・別紙様式第１号
　　競争入札参加資格確認申請書（提出必須）
・別紙様式第２号
　　誓約書（必要な場合に提出）
・各種証明資料を添付すること
　（別紙様式第１号を熟読のこと）
※参加資格についての詳細は、お問い合わせください

(２)

質問書の提出を受けた日から起算して１日以内（土曜日、
日曜日及び祝日等の休日を除く）に入札参加者有資格者へ
ＦＡＸにて知らせる

(２) 提出場所

由布市庄内町柿原３０２番地
由布市建設課　安部（新館２階）
　電　話　０９７－５８２－１１１１（内線）２２１７
　ＦＡＸ　０９７－５８２－１３５９

(３) 提出方法
書面（様式自由）で提出すること
ＦＡＸでの質問の際は必ず受信確認を行うこと

提出方法
持参又は書留郵便（簡易書留郵便を含む）。
郵送の場合は、提出期間の最終日必着。封筒に「入札参加
資格確認申請書在中」と朱書きすること。

令和 ２

公告の日から令和２年５月２６日（火）
午後５時００分までに提出

年 ５ 月 ２９ 日 金

３
設計図書等に
ついて

５月２７日以降、入札参加資格を有すると認められた者へ別途通知する。

４ 設計図書等
の質疑応答
等

(１) 提出期間

の開庁日の午前９時から午後５時まで

由布市が設計等を送付した後

(２) 交付場所 由布市財政課契約検査室（本館２階）

(３) 交付方法
交付については、直接交付によるほか由布市ホームページ
でも行う

年 ５ 月 ２６ 日 火

年 ５ 月 ２２ 日 金

２
公告内容の
交付期間等

(１) 交付期間

令和 ２

令和 ２

の開庁日の午前９時から午後５時まで

１ 担当課

郵便番号８７９－５４９８
由布市庄内町柿原３０２番地
由布市財政課契約検査室（本館２階）
電話０９７－５８２－１１１１(内線)１２５３　佐藤・田中
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第４　入札及び開札

（ ）

開札予定

申請時に選択した方法にて提出すること

①

②

③

④

確認申請書等の作成及び提出に係る費用は、参加希望者
の負担とする。

提出された確認申請書等は、競争参加資格の確認以外に
使用しない。

(３)
入札書提
出先

入札参加
時の注意
点

(５)
①

年 ６ 月 １ 日 月

１
入札及び開
札の日時等

(１)
開札予定
日時

２ 入札の辞退

提出された確認申請書等は、返却しない。

提出期限後も契約締結時までは、発注者の指示により追
加及び再提出は可能とする。

(４) 注意事項

　　入札書の提出期限は
　　　　令和２年６月１日（月）
　　　　　午後３時００分まで（必着）

午後 ３ 時

全ての入札参加者の入札書が提出された場合は、開札日時
を早めることがある

由布市より送付された入札書様式を使用すること。

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該
金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り
捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、
消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に
相当する金額を入札書に記載すること。

１回とする。

競争参加資格の確認を受けた者は、入札執行が完了するまでは、いつでも入
札を辞退することができる。また、辞退を理由として以後の指名等について
不利益な取扱いを受けるものではない。

由布市庄内町柿原３０２番地
由布市役所本庁舎　本館２階　財政課にて

(６)
入札執行
回数

６
競争参加資
格確認通知
書の交付

７ 入札保証金 免除とする。

②

(２) 開札場所

(４)
入札書の
提出方法

入札書の提出場所は、

郵便番号８７９－５４９８
　由布市庄内町柿原３０２番地
　由布市財政課契約検査室（本館２階）
　　電話０９７－５８２－１１１１
　　(内線)１２５８　佐藤・田中

３０分

競争参加資格の有無についての確認の審査終了後、競争参加資格確認通知書
を令和２年５月２８日（木）午後７時までに通知する。

令和 ２
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第５　落札決定

第６　落札制限

第７　契約締結時に資格要件を満たさない場合の取扱い

第８　契約保証金　

免除

第９　入札の無効　

３
開札する業務の順番は、第３の入札手続きの６にて入札参加資格を有すると認められた者へ
の通知と同時に行う。

落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、くじによる落札者決定を行う。

１

１ 本業務にて落札者となることのできる業務は、１者につき１件とする。

２
全件同時に開札を行い、各業務の予定価格以内で最低金額入札者が落札者となる。ただし、
複数の落札者となった者は、別途通知する入札順位の早い業務の落札者とし、他の業務の入
札は全て無効として取り扱うものとする。

契約締結時点で入札参加資格要件を満たさない場合は、落札の権利を失うこととする。

３ 上記１および２の場合は、指名停止の対象とはしない。

４ 同一の入札について２以上の入札者の代理人となった者のした入札

　次の各号の一に該当する入札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には
落札決定を取り消す。

１

10 申請書等の説明を求めた場合において、正当な理由なくこれを拒否した者のした入札

７ 公告に示した競争参加資格のない者又は申請書等に虚偽の記載をした者のした入札

５ 入札金額を訂正した入札

６ 入札金額、住所、氏名、押印その他入札要件を認定し難い入札

８ 申請書等を提出しなかった者のした入札

９ 予定価格を超える金額での入札

３ 同一の入札について２以上の入札をした者の入札

入札者としての資格のない者のした入札

２ 競争に際し、不当に価格をせり上げ、又は引き下げる目的で他人と連合したと認められる者
のした入札

２

３ 入札保証金

１

２

免除

由布市契約事務規則第２８条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の
価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

入札参加資格認定で様式第２号誓約書を提出していた場合は、契約締結までに離職者を雇用
していることを証明する書類の提出がない場合、落札者の権利を失う。
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第１０　支払い条件　

検査合格後の１回払い

第１１　その他　

１ 　この公告に定めのない事項については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方自
治法施行令、由布市契約事務規則、由布市要件設定型一般競争入札実施要領(電子入札用)
（平成２１年告示第１３３号）、その他入札契約に関する法令等の定めるところによる。

（４）その他談合の事実を示す具体的な物証又は証言がある場合

（１）落札予定金額（率）が入札結果と一致している場合

（２）すべての入札参加者が、入札結果と一致している場合

（３）入札結果と落札予定金額（率）との差額が僅少で、入札結果又は入札金額内訳書に不自
然な事実がある場合

11 当該入札において談合情報が寄せられ、以下により談合があったものと認定された場合（談
合情報と落札候補者が一致している場合で、次の（１）から（４）のいずれかに該当する場
合）は、当該入札を無効とし、原則として当該入札参加者を排除する旨の要件を加えた上で
再度公告を行うものとする。

４ 　契約担当者は、落札決定後、契約締結（議会案件の場合は、仮契約後の議会議決）までの
間に落札者が、上記４の（１）又は（２）に該当した場合は、落札決定の取消又は仮契約の
解除を行うものとする。
　この場合、契約担当者は落札決定の取消又は仮契約の解除に伴う損害賠償の責めを一切負
わないものとする。

５ 　契約担当者は、契約締結後において、契約者が上記４又は５に該当していた場合は、契約
の解除を行なうことができるものとする。

２ 　契約締結時に対象雇用者の業務への従事予定、身分を証明する資料を提出することとし、
写真管理等にて従事者従事日数の確認を行う。

３ 　契約担当者は、開札後、落札決定をするまでの間に落札候補者が次の（１）又は（２）に
該当した場合は、当該落札候補者の行った入札を無効にするものとする。この場合、契約担
当者は当該落札候補者の行った入札を無効にしたことに伴う損害賠償の責めを一切負わない
ものとする。

（１）指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けたとき。（指名停止要綱に基づく指名停止措
置要件に該当するに至った場合を含む。）

（２）公告に掲げる競争参加資格の要件を満たさなくなったとき。（配置予定の技術者が要件
を満たさなくなった場合は、第３の６の（４）による。）

７ 　当該入札に参加しようとした者の名称並びに、その者のうち当該入札に参加させなかった
者の名称及びその理由を競争入札参加資格確認後に公表する。

８ 　入札者は、開札後、入札条件の不知又は内容の不明を理由として、異議を申し立てること
はできない。

９ 　その他不明な点は、由布市財政課契約検査室まで照会のこと。
　由布市庄内町柿原３０２番地
　由布市財政課契約検査室（本館２階）
　電話　０９７－５８２－１１１１（内線）１２５８　（佐藤、田中）

６ 　落札候補者、落札者、仮契約者及び契約者は、入札後に上記４の（１）又は（２）に該当
した場合は、契約担当者に速やかに申し出ること。
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